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公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律及び同施行令の

取扱いに係る細部事項の運用について（通知）

標記について、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律及び同施行

令の取扱いに係る細部事項について（防整施第６９３９号。２８．３．３１。以下

「通知」という。）に基づき別紙のとおり定めたので、遺漏のないよう措置された

い。

なお、適用開始は令和２年１１月１日からとし、公共工事の入札及び契約の適正

化の促進に関する法律及び同施行令の取扱いに係る細部事項の運用について（防整

施第７１２９号。２８.３.３１）は、令和２年１０月３１日限りで廃止する。

添付書類：別紙

写送付先：整備計画局施設整備官、提供施設計画官、施設技術管理官



別紙

第１ 発注の見通しに関する事項の公表

１ 公表の様式

通知の別紙の第１の１(１)及び（２）で定める公表については、別紙様式第１

によるものとする。

２ 公表しない工事

次に掲げる工事については、通知の別紙の第１の公表を行わないものとする。

⑴ 当該年度の工事に必要な土地等の取得が未了で、見通しとして公表すること

ができないと判断される工事

⑵ 当該年度の工事に必要な他の公物管理者等との協議、調整が未了で、見通し

として公表することができないと判断される工事

⑶ 当該年度の工事に必要な地元の関係者等との協議・調整、埋蔵文化財調査が

未了で、見通しとして公表することができないと判断される工事

⑷ 当該年度に組み込まれている詳細設計が未了で、見通しとして公表すること

ができないと判断される工事

⑸ 附帯工事又は受託工事等で、県・市町村議会承認等が未了のため、見通しと

して公表することができないと判断される工事

⑹ 災害発生期間中、災害発生直後又は事故等で緊急的に行う工事（災害査定等

を経て計画的に実施する災害復旧工事を除く）

⑺ 他の工事の入札状況や執行状況に影響を受ける工事及び管理施設・構造物等

の損傷程度の確認等に関連した不確定要素により、緊急的に発注する工事

３ 留意事項

⑴ 公表の内容に追加・変更があった場合は、速やかに更新するものとする。

⑵ 前項各号の理由により公表することができないと判断される工事については、

関係者等の同意が得られるなど発注が可能となった後に、公表を行うものとす

る。

⑶ 発注済の工事について設計変更の必要が生じた場合、その設計変更に関する

発注の見通しの公表は行わないものとする。

⑷ 入札手続等に関する情報については、できる限り詳細な記述を行うものとす

る。

第２ 入札及び契約の過程並びに契約の内容に関する事項の公表

１ 公表の様式

⑴ 通知の別紙の第２の１において定める公表については、次の各様式を使用す

るものとする。

ア 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成１３年

政令第３４号。以下「令」という。）第４条第２項第２号に関する事項

別紙様式第２

イ 同 第３号に関する事項 別紙様式第３

ウ 同 第４号及び第５号に関する事項 別紙様式第３又は別紙様



式第７

エ 同 第６号及び第７号に関する事項 別紙様式第４

オ 同 第９号に関する事項 別紙様式第３、別紙様式

第５又は別紙様式第７

カ 同 第１０号に関する事項 別紙様式第５

キ 令第４条第３項に関する事項 別紙様式第６

⑵ 別紙様式第７の公表にあたっては、建設工事請負契約に係る総合評価落札方

式の適用に関する事務処理について（防整施第６０３３号。３１．３．２８）

の別添２の第４章３で定める別紙様式第２又は別紙様式第３を添付するものと

する。

２ 公表の方法

入札結果のホームページ掲載にあたっては、別紙様式第８によるものとし、工

事名に別紙様式第３若しくは別紙様式第７の入札・契約状況調書又は別紙様式第

５の随意契約結果書をリンクさせる設定を行うものとする。

第３ 指名競争入札の公表

１ 指名通知後の公表

別紙様式第３により、指名通知後速やかに公表する事項は次のとおりとし、業

者名欄は空欄とする。

⑴ 工事名、種別、工事場所、工事概要及び工期

⑵ 入札方式

⑶ 入札日

⑷ 指名理由

２ 契約締結時の公表

別紙様式第３の２指名理由に「別紙のとおり」と記載し、別紙様式第９により

作成のうえ、別紙様式第３に添付して公表するものとする。

第４ 不正行為等に対する措置

通知の別紙の第３の２に定める通知は、別紙様式第１０によるものとする。

第５ 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１

２７号）第１７条に基づき定められた「公共工事の入札及び契約の適正化を図

るための措置に関する指針」（令和元年１０月１８日閣議決定。以下「指針」

という。）における措置

１ 通知の別紙の第４の３に定める公表については、別紙様式第３又は別紙様式第

７を使用するものとする。

２ 通知の別紙の第４の４に定める公表については、別紙様式第１１を使用するも

のとする。

第６ 公表の期間等



１ 文書閲覧窓口（閲覧文書の閲覧を希望する部外者からの申し出に応ずるために

防衛省発注機関の長が定める閲覧場所をいう。以下同じ。）にて閲覧に供する期

間

⑴ 発注見通し

通知の別紙の第１第２項より定めた日を公表の開始日とし、当該年度の３月

３１日までとする。

⑵ 入札結果等

公表した日（契約の締結前に公表した事項については、契約を締結した日）

の翌日から起算して、少なくとも１年間が経過する日までとする。

２ ホームページによる公表の期間

⑴ 発注見通し

文書閲覧窓口における公表の開始日以降の直近のホームページ掲載可能日か

ら公表した日の属する年度の３月３１日以降の直近のホームページ更新日まで

とする。

⑵ 入札結果等

当該月の入札結果及び随意契約締結結果を翌月５日以降の直近のホームペー

ジ掲載可能日から、最短でも、競争に付した場合は、公告の属する年度の翌年

度の３月３１日以降の直近のホームページ更新日、随意契約によることとした

場合は、契約を締結した日の属する年度の翌年度の３月３１日以降の直近のホ

ームページ更新日までとする。

３ ホームページのトップページ等

次に掲げる内容を網羅したトップページを作成する。

ただし、これにより難い場合であっても、次に掲げる内容をホームページにお

いて公表するものとする。

⑴ 発注見通し、入札結果等及び入札公告等

⑵ 入札公告等を掲載する入札方式等一覧

⑶ 入札方式等ごとの公表事案等一覧（入札方法等、工事名、公告日、開札日）

⑷ 公表する情報がない場合は、公表する情報がない旨

第７ 入札状況の報告

通知の別紙の第２第４項に定める入札状況の報告については、別紙様式第３若し

くは別紙様式第７の入札・契約状況調書又は別紙様式第５の随意契約結果書を作成

の上、陸上幕僚監部並びに陸上自衛隊の部隊及び機関は陸上幕僚監部監理部会計課

長、海上幕僚監部並びに海上自衛隊の部隊及び機関は海上幕僚監部総務部経理課長、

航空幕僚監部並びに航空自衛隊の部隊及び機関は航空幕僚監部総務部会計課長、各

地方防衛局は総務部契約課長、施設等機関、情報本部、防衛監察本部及び防衛装備

庁は当該機関の入札・契約状況調書の作成を担当する部署の課長が取りまとめの上、

各地方防衛局は当該月分の入札・契約状況調書を翌月の月末までに、地方防衛局以

外の防衛省発注機関は当該年度分の入札・契約状況調書を翌年度の５月１５日まで

に整備計画局建設制度官宛て送付するものとする。



第８ 通知に基づき公表する文書

工事等に係る防衛省所管契約事務取扱細則第２５条第１項に規定する基準の取扱

いに関する細部事項について（防整施第７１２２号。２８．３．３１）及び建設工

事における建設共同企業体の取扱いの運用について（防整施第７１１３号。２８．

３．３１）を公表するものとする。



○○(防衛省発注機関名）における令和○○年度の発注見通しは下記のとおりです。

なお、記載内容は令和○○年○○月○○日現在の見通しであるため、内容に追加・変更があった場合、随時、更新します。

【建築一式工事】

注）１　手続きが完了した案件は網掛けとしています。

    ２　変更・追加した箇所は赤字としています。

2

3

4

5

番号 工事件名 場所 期間

7

6

令和２年度発注予定工事

開札予定日 備考

1

着手時期 種別 工事概要 入札方式 公告予定
確認申請書
受付期限

別紙様式第１



○○(防衛省発注機関名）における令和○○年度の発注見通しは下記のとおりです。

なお、記載内容は令和○○年○○月○○日現在の見通しであるため、内容に追加・変更があった場合、随時、更新します。

令和２年度発注予定工事
別紙様式第１

【土木一式工事】

注）１　手続きが完了した案件は網掛けとしています。

    ２　変更・追加した箇所は赤字としています。

5

6

7

1

2

3

4

備考公告予定
確認申請書
受付期限

開札予定日場所 期間 着手時期 種別 工事概要 入札方式番号 工事件名



○○(防衛省発注機関名）における令和○○年度の発注見通しは下記のとおりです。

なお、記載内容は令和○○年○○月○○日現在の見通しであるため、内容に追加・変更があった場合、随時、更新します。

令和２年度発注予定工事
別紙様式第１

【電気工事及び電気通信工事】

注）１　手続きが完了した案件は網掛けとしています。

    ２　変更・追加した箇所は赤字としています。

1

2

3

4

5

6

開札予定日 備考着手時期 種別 工事概要 入札方式 公告予定
確認申請書
受付期限

番号 工事件名 場所 期間

7



○○(防衛省発注機関名）における令和○○年度の発注見通しは下記のとおりです。

なお、記載内容は令和○○年○○月○○日現在の見通しであるため、内容に追加・変更があった場合、随時、更新します。

令和２年度発注予定工事
別紙様式第１

【管工事】

注）１　手続きが完了した案件は網掛けとしています。

    ２　変更・追加した箇所は赤字としています。

1

2

3

4

備考公告予定
確認申請書
受付期限

場所

5

6

7

工事概要 入札方式 開札予定日期間 着手時期 種別番号 工事件名



○○(防衛省発注機関名）における令和○○年度の発注見通しは下記のとおりです。

なお、記載内容は令和○○年○○月○○日現在の見通しであるため、内容に追加・変更があった場合、随時、更新します。

【建築一式工事】

○○（○○）庁舎新設建築工事 ○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 建築一式工事
庁舎新設（ＲＣ造５階建　約１０，０００
ｍ２）に係る建築工事

総合評価方式
技術提案評価型
（基準額以上）

○○月○○日 ○○月○○日 ○○月○○日

工事規模：１０億円以上２０億円未満
、役務的保証(請負代金額の３０％以
上)
「公共工事実績」
「週休二日制工事（受注者希望型）」
「Ⅰ期工事分(追加工事あり)」

○○（○○）○○宿舎改修建築工事 ○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 建築一式工事
宿舎（ＲＣ造５階建　約２，０００ｍ２）、
宿舎（ＲＣ造５階建　約５００ｍ２）の外
壁改修工事

競争参加向上型
総合評価方式

○○月○○日 ○○月○○日 ○○月○○日
工事規模：３千万円以上１億円未満、
金銭的保証(請負代金額の１０％以上)

○○（○○）倉庫新設建築その他工事
（仮称）

○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 建築一式工事
倉庫（Ｓ造平屋建 約６，０００ｍ２）新
設に係る建築工事、建物附帯土木工
事

総合評価方式
施工能力評価型
（地域評価型）

３／四半期 ３／四半期 ３／四半期
工事規模：３億円以上５億円未満、
金銭的保証(請負代金額の１０％以上)
「公共工事実績」

注）１　手続きが完了した案件は網掛けとしています。
    ２　変更・追加した箇所は赤字としています。

工事件名 場所 期間 種別 工事概要番号 入札方式 公告予定
確認申請書
受付期限

備考開札予定日着手時期

令和２年度発注予定工事

2

3

4

5

6

1

7

別紙様式第１

記載例



○○(防衛省発注機関名）における令和○○年度の発注見通しは下記のとおりです。

なお、記載内容は令和○○年○○月○○日現在の見通しであるため、内容に追加・変更があった場合、随時、更新します。

令和２年度発注予定工事
別紙様式第１

記載例

【土木一式工事】

○○（○○）滑走路防波堤工事 ○○飛行場 ○○カ月 令和○年○月 土木一式工事
防波堤　ＲＣ造　長さ１５０ｍ、高さ５
ｍ、幅３ｍ

総合評価方式
技術提案評価型
（基準額以上）

○○月○○日 ○○月○○日 ○○月○○日

工事規模：６．９億円以上１０億円未
満、
役務的保証(請負代金額の３０％以上)
「公共工事実績」

○○（○○）庁舎新設土木工事 ○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 土木一式工事

庁舎新設（ＲＣ造５階建　約１０，０００
ｍ２）に係る附帯土木工事　配水管２０
０ｍ、張芝５，０００ｍ２、舗装１０，００
０ｍ２

総合評価方式
施工能力評価型
「地域評価型」

○○月○○日 ○○月○○日 ○○月○○日
工事規模：１億円以上３億円未満、
金銭的保証(請負代金額の１０％以上)
「公共工事実績」

○○（○○）宿舎環境整備工事 ○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 土木一式工事
フェンス・側溝・舗装等整備、下水道
管切り回し、樹木等撤去工事及び詳
細図等作成業務一式

総合評価方式
施工能力評価型

３/四半期 未定 未定
工事規模：１億円以上３億円未満、
金銭的保証(請負代金額の１０％以上)
「公共工事実績」

注）１　手続きが完了した案件は網掛けとしています。
    ２　変更・追加した箇所は赤字としています。

1

5

3

6

備考番号 工事件名 場所
確認申請書
受付期限

開札予定日期間 着手時期 入札方式 公告予定種別 工事概要

7

2

4



○○(防衛省発注機関名）における令和○○年度の発注見通しは下記のとおりです。

なお、記載内容は令和○○年○○月○○日現在の見通しであるため、内容に追加・変更があった場合、随時、更新します。

令和２年度発注予定工事
別紙様式第１

記載例

【電気工事及び電気通信工事】

○○（○○）庁舎新設電気工事 ○○駐屯地 ○○カ月 Ｒ○年○月 電気工事
ＲＣ造４階建　約１０，０００ｍ２　新設
に係る附帯電気工事

総合評価方式
技術提案評価型
（基準額以上）

4月23日 6月11日 7月21日

工事規模：１億以上３億未満、
役務的保証(請負代金額の３０％以上)
「公共工事実績」
「週休二日制工事（受注者希望型）」
※追加工事あり

○○（○○）庁舎新設通信工事 ○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 電気通信工事
ＲＣ造４階建　約１０，０００ｍ２　新設
に係る附帯通信工事

総合評価方式
技術提案評価型
（基準額以上）

4月23日 6月11日 7月21日

工事規模：５千万円以上１億円未満、
役務的保証(請負代金額の３０％以上)
「公共工事実績」
「週休二日制工事（受注者希望型）」
※追加工事あり

○○（○○）○○宿舎改修電気その他
工事

○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 電気工事
宿舎（ＲＣ造５階建　約２，０００ｍ２）、
宿舎（ＲＣ造５階建　約５００ｍ２）に係
る屋内電気工事及び通信工事

競争参加向上型
総合評価方式

11月6日 11月20日 12月22日
工事規模：３千万円以上１億円未満、
金銭的保証(請負代金額の１０％以上)

○○（○○）倉庫新設電気その他工事
（仮称）

○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 電気工事
倉庫（Ｓ造平屋建 約６，０００ｍ２）新
設に係る電気工事、通信工事、機械
工事

総合評価方式
施工能力評価型
（地域評価型）

３／四半期 ３／四半期 ３／四半期
工事規模：１億円以上３億円未満、
金銭的保証(請負代金額の３０％以上)
「公共工事実績」

注）１　手続きが完了した案件は網掛けとしています。
    ２　変更・追加した箇所は赤字としています。

1

6

7

2

入札方式番号 工事件名 場所

5

3

4

期間 公告予定種別 工事概要着手時期 備考開札予定日
確認申請書
受付期限



○○(防衛省発注機関名）における令和○○年度の発注見通しは下記のとおりです。

なお、記載内容は令和○○年○○月○○日現在の見通しであるため、内容に追加・変更があった場合、随時、更新します。

令和２年度発注予定工事
別紙様式第１

記載例

【管工事】

○○（○○）庁舎新設機械工事 ○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 管工事
ＲＣ造４階建　約１０，０００ｍ２　新設
に係る機械工事

総合評価方式
技術提案評価型
（基準額以上）

4月23日 6月11日 7月21日

工事規模：６．９億以上１０億未満、
役務的保証(請負代金額の３０％以上)
「公共工事実績」、
「週休二日制工事　（受注者希望型）」
※追加工事あり

○○（○○）○○宿舎改修機械工事 ○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 管工事
宿舎（ＲＣ造５階建　約２，０００ｍ２）、
宿舎（ＲＣ造５階建　約５００ｍ２）の屋
内給湯器更新工事

競争参加向上型
総合評価方式

11月6日 11月20日 12月22日

工事規模：２千万円以上５千万円未
満、
金銭的保証(請負代金額の１０％以上)
「公共工事実績」

○○（○○）○○冷凍機改修機械工事
（仮称）

○○駐屯地 ○○カ月 令和○年○月 管工事 冷凍機（１，０００ｋｗ）２基の更新
総合評価方式

施工能力評価型
（地域評価型）

３／四半期 ３／四半期 ３／四半期
工事規模：１億円以上３億円未満、
金銭的保証(請負代金額の１０％以上)
「公共工事実績」

注）１　手続きが完了した案件は網掛けとしています。
    ２　変更・追加した箇所は赤字としています。

2

1

5

3

4

着手時期番号 工事件名 場所 工事概要 入札方式 公告予定 開札予定日期間 種別 備考

6

7

確認申請書
受付期限



（令第４条第２項第２号関係）

別紙様式第２

（用紙Ａ４）

一般競争参加資格確認結果書

１ 工事名：

２ 入札公告日：

３ 競争参加資格確認通知期限日：

４ 競争参加資格確認申請者及び資格の有無等

競争参加資格確認申請者名 法人番号 資格の有無 資格がないと認めた理由

注：１ 「資格の有無」欄には、資格があると認めた場合には「有」と、資格がないと認めた場

合には「無」と記載すること。

２ 「資格がないと認めた理由」欄には、入札公告において示した「競争に参加する者に必

要な資格に関する事項」のどの事項を満たさなかったのかを記載すること。



（令第４条第２項第３号、第４号、第５号及び第９号関係）
別紙様式第３
（用紙Ａ４）

入 札 ・ 契 約 状 況 調 書
１ 指名・入札・契約状況

工事名 工 事
入札方式 工事場所 概 要
入 札 日 令和 年 月 日 種 別 工 期 ～

第 １ 回 入 札 第 ２ 回 入 札 第 回 ○ ○ 第 回 ○ ○
業 者 名 備 考

法人番号 入 札 金 額 順位 入 札 金 額 順位 ○ ○ 金 額 順位 ○ ○ 金 額 順位
（商号又は名称） （円・税抜） （円・税抜） （円・税抜） （円・税抜）

名称等
契 約 業 者 名

住 所
契 約 金 額 ￥ （税込） （ ￥ （税抜））
予 定 価 格 ￥ （税込） （ ￥ （税抜））
調査基準価格 ￥ （税込） （ ￥ （税抜））

２ 指名理由
別紙のとおり

注：１ 表中「○○」は、入札を行った場合に「入札」、見積り合わせを行った場合に「見積り合わせ」と記載する。
２ [入札金額]欄には消費税抜きの金額を記載する。
３ [契約金額]、[予定価格]及び[調査基準価格]欄には消費税を含んだ金額を、各欄の括弧内には消費税を含まない金額を記載する。
４ [備考]欄は、落札した場合に「落札」、見積り合わせを行い契約の相手方を決定した場合に「決定」と記載する。
５ 下線を付した部分は、一般競争入札の場合に記載しない。



（令第４条第２項第６号及び第７号関係）

別紙様式第４

（用紙Ａ４）

低入札価格調査結果調書

１ 調査対象工事名：

２ 入札日：

３ 調査対象業者名：

４ 調査概要

調 査 事 項 調 査 結 果

当該価格での入札理由

入札価格の適切性

手持ち工事の状況と技術
者の適正配置

手持ち資材、手持ち機械
の状況

労務者の供給見通し

過去に施工した公共工事
の施工状況

経営状況及び信用状況

５ 当該工事についての適正履行の有無

６ 落札の決定

注：１ ４の調査の概要については、「工事等に係る防衛省所管契約事務取扱細則第２５条第１項

に規定する基準の運用について（通達）」（防経施第９０２６号。２０．７．３０）に基づく

調査結果により記入すること。

２ 次順位者を落札者とした場合の公表についても、これに準ずるものとする。



（令第４条第２項第９号及び第１０号関係）
別紙様式第５
（用紙Ａ４）

随 意 契 約 結 果 書

工 事 工 事
工 事 名 種 別 工 期 ～

場 所 概 要

名 称 等 法人番号
契約の相手方

住 所

契 約 金 額 ￥ （税込）（￥ （税抜））

予 定 価 格 ￥ （税込）（￥ （税抜））

契 約 年 月 日

選 定 理 由



（令第４条第３項関係）
別紙様式第６
（用紙Ａ４）

変 更 契 約 調 書

工 事 工 事
工 事 名 種 別 工 期 ～

場 所 概 要

名 称 等 法人番号
契約の相手方

住 所

契 約 金 額 ￥

変更契約年月日 増 減 額 変 更 後 金 額 変 更 後 の 工 期 変 更 理 由

契 年 月 日

約

変

更



工事名

入札方式 工事場所

入  札  日 種　　別 工　　期

￥ 　　（税込） （￥　　　　　　　　　　　　　（税抜））

￥ 　　（税込） （￥　　　　　　　　　　　　　（税抜））

￥ 　　（税込） （￥　　　　　　　　　　　　　（税抜））

注：１　 ［入札金額］欄には消費税抜きの金額を記載する。（単位：円）
２　 ［契約金額］、［予定価格］及び「調査基準価格」欄には消費税を含んだ金額を、各欄の括弧内には、消費税を含まない金額を記載する。（単位：円）
３　 ［備考］欄は、落札した場合に「落札」、見積り合わせを行い契約の相手方を決定した場合に「決定」と記載する。
４　 評価値の表示については、判定を容易にするため、便宜上、億円単位で表示するものとする。
５　 上記入札金額は、入札者が見積もった契約希望金額の○○○分の１００に相当する金額である。
６　 入札回数が、２回を超える場合は、表を適宜修正する。

別紙様式第７
（用紙Ａ４）

入札・契約状況調書（総合評価落札方式○○型）

令和　　年　　　月　　　日 ～

第１回入札 第２回入札

名称等

住   所

契　約　金　額

予　定　価　格

調査基準価格

基準評価値

工事概要

業者名 法人番号
価格以外の入札項

目（加算点）

基礎点＋
加算点
（Ａ）

備考
入札金額（Ｂ）

評価値
(Ａ)/(Ｂ)

評価値≧
基準評価値

入札金額（Ｂ）
評価値

(Ａ)/(Ｂ)
評価値≧
基準評価値

契 約 業 者 名



別紙様式第８
○○（防衛省発注機関名） 令和○○年度 建設工事発注実績

工事名をクリックすると入札・契約状況調書が閲覧できます。

工 事 名 業 者 名 法 人 番 号 落 札 金 額 等 予 定 価 格 落 札 率 工 期 始 工 期 終 入 札 方 式 等

注：１ 落札率は、「（落札金額等÷予定価格）×１００」の算式で得られた数値について、小数点以下第３位を四捨五入したものとする。
２ 建設コンサルタント等業務については、「建設工事発注実績」を「業務発注実績」に、「工事名」を「業務名」とする。



別紙様式第９

（用紙Ａ４）

指名競争入札の指名理由を公表する場合の標準例

工 事 名 ： ○○（○○）○○新設建築工事

入 札 日 ： 令和○○年○月○日

工 事 種 別 ： 建築一式

対象業者の等級区分 ： Ｂ級（８３０点以上９２０点未満）

選 定 項 目 評 価 項 目 対象業者数

１ 本件該当登録有資格者 Ｂ級（８３０点以上９２０点未満） ３４５社

２ 地理的条件を満たす者 本支店又は営業所の所在地 ７５社

（○○県内）

３ 不適格要件非該当者 指名停止措置の有無 ７１社

不誠実な行為の有無

著しく不健全な経営状況

施工成績の不良

安全管理、労働福祉の状況

４ 防衛省発注機関発注工事 施工実績の有無 ３５社

の 施工実績

５ 総合的評価 当該年度の指名、受注の状況 １０社

受注意欲の有無

地域性への配慮

技術適性

優良な工事成績

注：[評価項目]欄の各項目のうち、評価していない項目は削除する。



別紙様式第１０

○○第○○号（○○）

令和 年 月 日

○○地方整備局長 殿

又は都道府県知事 殿

（防衛省発注機関の長）

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第１１条に基づく

通知について（通知）

標記について、下記のとおり通知します。

なお、本件について、建設業法に基づく処分等の結果に関しましては、当方まで連

絡願います。

記

１ 工事名及び施工場所

２ 支出負担行為担当官等名

３ 請負業者名

代表者名

住所

建設業許可番号

４ 法第１１条に該当すると疑うに足りる事実

５ 本件連絡先



（法第１７条の適正化指針関係）

別紙様式第１１

（用紙Ａ４）

指名停止措置の概要

１．指名停止措置業者名：

業者の住所：

２．指名停止措置期間：

３．指名停止措置の範囲：

４．事 実 概 要：

５．指名停止措置理由：

指名停止措置要領別表第

措 置 要 件 期 間


